
習得し、救急車が到着するまでの間に 活
内容説明 国が定めた８時間の救命講習　応急手当を行うことで、救命率の向上につながりま　 動

　す。 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・応急手当普及員が、所属する事業所において、普通救 標 予　定 50 50 50指標値
　命講習の指導に従事することにより、応急手当の普及 2

実　績 52 101 －－－　と応急手当実施者の拡充が図られます。

・普通救命講習Ⅲを受講者の利便性を考慮し、シリウス 名称 応急手当講習会参加数 単位 人
　で定期的に開催することにより、受講者の拡充が図ら 活

内容説明 ３時間に満たない救命講習　れます。 動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・継続して市民、事業所及び団体のニーズに合わせた 標 予　定 1,700 1,700 1,700指標値
　救命講習会の充実を図っていく必要があります。 3

実　績 5,077 5,820 －－－・若年層に対して人の命を救うことの大切さ、命の尊　

　さを認識してもらうため、小・中学校での救命講習会 名称 応急手当普及員講習会参加数 単位 人
　を全校実施する必要があります。 活

内容説明 国が定めた応急手当普及員を養成する２４時間の講習・実際に手を差し伸べることができる人材の育成を見据 動

　えた指導を検討していく必要があります。 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 30 30 30指標値
4

実　績 25 15 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・効率的な講習会開催に向け、WEB講習の活用を継続します。

・応急手当の知識を必要としているが、国の定める３時間以上の普通救命講習会に参加できない市民に対し

　ては、市民ニーズに合わせた講習会を開催し、救命講習受講者の更なる増加を図ります。
今後の方針等

・小、中学校での救命講習会の実施に向け、校長会での説明等により、全校実施を目指します。

・救急車の適正利用パンフレットを作成し、市民に救急車の適正利用の理解を促します。

令和５年度　事務事業評価表
11072

一般会計

事務事業名 応急手当普及啓発事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 救急救命課 救急救命係 安川　貴弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成06年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 1,531 1,277 2,220

人件費 21,310 13,059 13,059

目　的 総事業費 22,841 14,336 15,279

救命率の向上を図ります。 6年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 309

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・市民、事業所及び団体を対象に、各種救命講習会を開 その他 0

　催し、指令課と協力して適切な１１９番通報及び口頭 一般財源 1,911

　指導訓練を実施します。 合　計 2,220

・事業所などに設置されているＡＥＤ（自動体外式除細 ３.活動内容
　動器）を、緊急時に提供していただけるよう「やまと 名称 普通救命講習会参加数 単位 人
　ＡＥＤ救急ステーション」として認定します。 活

内容説明 国が定めた３時間の救命講習・幼少期から命の大切さについて学べるよう小・中学校 動

　において救命講習会を実施します。 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 1,300 1,300 1,300指標値
1

実　績 864 813 －－－成　果（効果･予測）

・各種救命講習会を開催することにより、市民が心肺蘇 名称 上級救命講習会参加数 単位 人
　生法等の技術を



度 4年度 5年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」に普及啓発活動の計画的推進が

定められているため、市が関与する必要性が高いと考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

3年度 4年度 5年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 社会復帰率の向上を目指し、講習受講者に対する知識・技術を習得させることのみ　

ならず、実際に手を差し伸べることができるバイスタンダーを育成するとともに応　
Ｂ Ｂ Ｂ

急手当実施率の更なる上昇につながる講習内容を盛り込んでいく必要があります。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

3年度 4年度 5年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
公募による講習や市民ニーズに合わせた依頼による出張講習等、業務遂行に必要最　

低限の人工やコストで対応していることから、事業費及び人件費については適正で　
Ａ Ａ Ａ

あると考えます。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
市内在住在勤の方々を対象とした応急手当の普及啓発は、市民全体の救命に資するこ

とから、利益は市民にあり負担は適正であると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減、

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み５点について十分に行ったか。

3年度 4年度 5年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
救急隊が保有するAEDパッドで

５

使用期限が切れたもの

.

を廃棄せずに譲り受け

評

、講習　

会にて活用す

価

ることや、再利用可能

結

な資器材を修繕しなが

果

ら利活用するなど、環

評

境　
Ａ Ａ Ａ

負担軽減に

価

配慮しながら講習会を

結

開催しました。

果 市が関与する必要性があるか。

3年



教育研修等を実 名称 気管挿管認定救急救命士資格取得割合 単位 ％
　施することで、応急処置の知識・技術の維持及び向上 活

内容説明 救急救命士の気管挿管認定資格の割合　が図れます。 動

・指導救命士の認定を行うことにより、県北・県央地区 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

　メディカルコントロール協議会との連携強化と救急業 標 予　定 78 77 76指標値
　務の質の向上が図れます。 2

実　績 78 77 －－－

名称 教育研修回数 単位 回
活

内容説明 消防本部主催回数動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・救急業務に携わる救急隊員の知識・技術の向上のため 標 予　定 2 2 2指標値
　には、救急救命士を含む救急隊員がワークステーショ 3

実　績 2 2 －－－　ンなどの病院実習を受けられる体制を継続するととも

　に、研修に伴うポイント管理を適切に行う必要があり 名称 単位
　ます。 活

内容説明動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・救急救命士を含む救急隊員が病院実習を受けられる体制を継続していく必要があるため、県北・県央地区

　メディカルコントロール協議会と連携することが不可欠であり、救急救命士を含む救急隊員に必要な教育

　体制の確保に努め、救急隊員等の知識・技術向上を図ります。
今後の方針等

・県北・県央地区メディカルコントロール協議会と連携し、指導救命士の役割を果たすとともに、指導救命

　士を主体とした救急隊員への教育体制の充実を図り、市民等に還元できるようにします。

・縮小傾向であった対面による各種救急セミナーや集合研修が徐々に復活してきました。ＷＥＢを活用した

　ハイブリッド型の研修体制などについての検討を継続していく予定です。

令和５年度　事務事業評価表
9707

一般会計

事務事業名 メディカルコントロール推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 救急救命課 救急救命係 安川　貴弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

救急救命士法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成16年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

消防職員 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 4,841 5,320 6,531

人件費 17,130 17,412 17,412

目　的 総事業費 21,971 22,732 23,943

救急救命士を含む救急隊員が行う応急処置の知識・技術 6年度事業費（予算額）財源内訳
の維持及び向上を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・定期的な教育研修及び訓練に救急救命士を含む救急　 その他 0

　隊員を派遣します。 一般財源 6,531

・神奈川県メディカルコントロール協議会指導救命士制 合　計 6,531

　度運用要綱に基づき、指導救命士の認定を行います。 ３.活動内容
・県北・県央地区メディカルコントロール協議会で定め 名称 救急救命士就業前、生涯研修実施割合 単位 ％
　る実施基準に基づき、救急救命士を含む救急隊員の研 活

内容説明 救急救命士業務を遂行する上で必要な研修に派遣した者の割合　修に伴うポイントを適切に管理します。 動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 100 100 100指標値
1

実　績 100 100 －－－成　果（効果･予測）

・救急救命士を含む救急隊員に定期的な



説明動

課　題 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

・市内コンビニエンスストア等にＡＥＤ（自動体外式除 標 予　定指標値
　細動器）が常設されていることが、救命率の向上につ 3

実　績 －－－　ながることから、開店、閉店又は移転の情報を早期に

　収集し、対応する必要があります。 名称 単位
・市民が24時間365日ＡＥＤを使用することができ、心 活

内容説明　肺停止状態の傷病者に対し、早期に除細動を実施でき 動

　る環境を継続して整備するため、定期点検を含めた適 指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

　正な維持管理を図る必要があります。 標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
3年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 4年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 5年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・コンビニエンスストア及び郵便局等に設置しているＡＥＤ（自動体外式除細動器）の定期的な点検を実施

　するとともに、開店、閉店及び店舗移転等による店舗増減に伴う事務手続きに対応します。

・市民が24時間365日でＡＥＤを使用することができ、心肺停止状態の傷病者に対して早期に除細動が実施
今後の方針等

　できる環境を整備します。

・ＡＥＤ更新に伴う事務作業を行い、市内に設置されたＡＥＤの適正な維持管理を行います。

・令和８年度に194台のＡＥＤ更新を控えており、事業費拡大が予想されていることから、市民の利便性を

　損なうことのないよう設置状況の見直しを検討します。

令和５年度　事務事業評価表
29463

一般会計

事務事業名 救護活動用機材整備事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

消防本部 救急救命課 救急救命係 安川　貴弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全で安心して暮らせるまち

総合計画体系 個別目標 暮らしの安全を守る

めざす成果 十分な消防力が整っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成23年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民及びバイスタンダー（現場に居合わせた人） 4年度（決算額） 5年度（決算額） 6年度（予算額）
事業費 16,743 11,425 12,784

人件費 10,258 8,706 8,706

目　的 総事業費 27,001 20,131 21,490

心肺停止状態の傷病者が、早期に除細動の処置を受ける 6年度事業費（予算額）財源内訳
ことができる環境を整備します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

市内24時間営業のコンビニエンスストア、公共施設、　 その他 0

郵便局及び大規模集合住宅等にＡＥＤ（自動体外式除　 一般財源 12,784

細動器）を設置し、維持管理します。 合　計 12,784

３.活動内容

名称 AEDの定期点検 単位 回
活

内容説明 維持管理確認のための動作点検（6ヶ月毎）動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定 250 250 250指標値
1

実　績 250 250 －－－成　果（効果･予測）

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）が設置されていること　 名称 単位
で、早期に除細動を実施できる環境が整い、救命率の　 活

内容説明向上が期待できます。 動

指 4年度 5年度 (当該年度) 6年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容


